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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記成分（Ａ）～（Ｄ）を有してなる成形材料であって、該成分（Ａ）～（Ｃ）を有して
なる複合体に、該成分（Ｄ）が接着されており、重量平均分子量Ｍｗの序列が成分（Ｄ）
＞成分（Ｂ）＞成分（Ｃ）である成形材料。
（Ａ）強化繊維束　１～７５重量％
（Ｂ）第１のプロピレン系樹脂　０．０１～１０重量％
（Ｃ）重合体鎖に結合したカルボン酸塩を少なくとも含む第２のプロピレン系樹脂　０．
０１～１０重量％
（Ｄ）重合体鎖に結合したカルボン酸および／またはその塩の基を有してなる第３のプロ
ピレン系樹脂　５～９８．９８重量％
【請求項２】
前記成分（Ｃ）が、樹脂１グラム当たり、式（I）で表される基換算で総量０．０５～５
ミリモル当量の濃度でカルボン酸塩を少なくとも有してなる、請求項１に記載の成形材料
。
－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－・・・式（I）
【請求項３】
前記成分（Ｃ）の重合体鎖に結合したカルボン酸塩の５０～１００％が、リチウム塩、カ
リウム塩、ナトリウム塩、カルシウム塩、マグネシウム塩、亜鉛塩より選択される、１種
または２種以上の金属塩で転化されてなるものである、請求項１または２のいずれかに記
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載の成形材料。
【請求項４】
前記成分（Ｃ）の重合体鎖に結合したカルボン酸塩の５０～１００％が、アンモニウム塩
で転化されてなるものである、請求項１または２に記載の強化繊維束。
【請求項５】
前記成分（Ｃ）の重量平均分子量Ｍｗが１，０００～５０，０００の範囲である、請求項
１～４のいずれかに記載の成形材料。
【請求項６】
前記成分（Ｂ）が、重量平均分子量Ｍｗが３０，０００以上１５０，０００未満の範囲で
あるプロピレン系樹脂（Ｂ－１）３０～１００重量％と、重量平均分子量Ｍｗが１５０，
０００以上５００，０００以下の範囲であるプロピレン系樹脂（Ｂ－２）０～７０重量％
とを有してなる、請求項１～５のいずれかに記載の成形材料。
【請求項７】
前記成分（Ｂ）が、プロピレンから導かれる構成単位５０モル％以上を有してなる、請求
項１～６のいずれかに記載の成形材料。
【請求項８】
前記成分（Ｂ）が、重合体鎖に結合したカルボン酸塩を少なくとも有してなり、重量平均
分子量Ｍｗが５０，０００を超えて１５０，０００以下である、請求項１～７のいずれか
に記載の成形材料。
【請求項９】
前記成分（Ｄ）が、重合体鎖に結合したカルボン酸および／またはその塩の基を有するプ
ロピレン系樹脂（Ｄ－１）５～５０重量％と、カルボン酸および／またはその塩の基を有
しないプロピレン系樹脂（Ｄ－２）５０～９５重量％とを有してなる、請求項１～８のい
ずれかに記載の成形材料。
【請求項１０】
カルボン酸および／またはその塩の基の、樹脂１グラム当たり、式（I）で表される基換
算でのミリモル当量の序列が、成分（Ｃ）≧成分（Ｂ）≧成分（Ｄ）である、請求項８ま
たは９に記載の成形材料。
－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－・・・式（I）
【請求項１１】
前記成分（Ａ）の強化繊維が、炭素繊維である、請求項１～１０のいずれかに記載の成形
材料。
【請求項１２】
前記炭素繊維のＸ線光電子分光法（ＥＳＣＡ）で測定される表面酸素濃度比（Ｏ／Ｃ）が
０．０５～０．５である、請求項１１に記載の成形材料。
【請求項１３】
前記成分（Ａ）の強化繊維束が、２０，０００～１００，０００本の単繊維からなる、請
求項１～１２のいずれかに記載の成形材料。
【請求項１４】
前記成形材料において、成分（Ａ）に対する空隙率が２０％以下である、請求項１～１３
のいずれかに記載の成形材料。
【請求項１５】
前記成分（Ａ）が軸心方向にほぼ平行に配列されており、かつ該成分（Ａ）の長さが成形
材料の長さと実質的に同じである、請求項１～１４のいずれかに記載の成形材料。
【請求項１６】
前記複合体が芯構造であり、前記成分（Ｄ）が該複合体の周囲を被覆した芯鞘構造である
、請求項１５に記載の成形材料。
【請求項１７】
前記成形材料の形態が長繊維ペレットである、請求項１～１６のいずれかに記載の成形材
料。
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【請求項１８】
前記長繊維ペレットの長手方向の長さが１～５０ｍｍである、請求項１７に記載の成形材
料。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、オレフィン系樹脂をマトリックスとする長繊維強化熱可塑性樹脂成形材料に
関する。さらに詳しくは、射出成形を行う際に強化繊維の成形品中への分散が良好であり
、かつ力学特性に優れた成形品を製造できる成形材料に関する。
【背景技術】
【０００２】
　連続した強化繊維束と熱可塑性樹脂をマトリックスとする成形材料として、熱可塑性の
プリプレグ、ヤーン、ガラスマット（ＧＭＴ）など多種多様な形態が公知である。このよ
うな成形材料は、熱可塑性樹脂の特性を活かして成形を容易にし、熱硬化性樹脂のような
貯蔵の負荷を必要とせず、また得られる成形品の靭性が高く、リサイクル性に優れるとい
った特徴がある。とりわけ、ペレット状に加工した成形材料は、射出成形やスタンピング
成形などの経済性、生産性に優れた成形法に適用でき、工業材料として有用である。
【０００３】
　しかしながら、成形材料を製造する過程で、熱可塑性樹脂を連続した強化繊維束に含浸
させるには、経済性、生産性の面で問題があり、それほど広く用いられていないのが現状
である。例えば、樹脂の溶融粘度が高いほど強化繊維束への含浸は困難とされることはよ
く知られている。靱性や伸度などの力学特性に優れた熱可塑性樹脂は、とりわけ高分子量
体であり、熱硬化性樹脂に比べて粘度が高く、またプロセス温度もより高温を必要とする
ため、成形材料を容易に、生産性よく製造することには不向きであった。
【０００４】
　一方、含浸の容易さから低分子量の、すなわち低粘度の熱可塑性樹脂をマトリックス樹
脂に用いると、得られる成形品の力学特性が大幅に低下するという問題がある。低分子量
の熱可塑性重合体と連続した強化繊維からなる複合体に、高分子量の熱可塑性樹脂が接す
るように配置されてなる成形材料が開示されている（例えば、特許文献１）。
【０００５】
　この成形材料では、連続した強化繊維束への含浸には低分子量体、マトリックス樹脂に
は高分子量体を使い分けることで、経済性、生産性と力学特性の両立を図っている。また
、この成形材料を射出成形法による成形をおこなうと、成形時の材料可塑化の段階で強化
繊維の折損を最小限に抑えつつマトリックス樹脂と容易に混合され、繊維の分散性に優れ
た成形品を製造することができる。従って、得られた成形品は、強化繊維の繊維長を従来
よりも上げることができ、良好な力学特性と、優れた外観品位を合わせ持つことができる
。
【０００６】
　しかし、近年になり、繊維強化複合材料の注目度が大きくなり、また用途も多岐に細分
化されるようになり、成形性、取扱性、得られる成形品の力学特性に優れた成形材料が要
求されるようになり、また工業的にもより高い経済性、生産性が必要になってきた。例え
ば、繊維強化複合材料により軽量性・経済性が求められるようになり、マトリックス樹脂
には軽量なオレフィン系樹脂、とりわけプロピレン系樹脂が使用されるようになってきた
。特許文献２には、酸変性オレフィン系樹脂を、酸基と反応可能な官能基を有するサイジ
ング剤で処理した炭素繊維に含浸させた長繊維ペレットが開示されている。しかしながら
、熱可塑性樹脂は酸変性オレフィン系樹脂のみであり、粘度が高いため炭素繊維束をマト
リックス樹脂中に分散させるのが非常に困難となり、成形品の力学特性や外観には課題が
あった。
【０００７】
　かかる状況において、極性の低いオレフィン系樹脂をマトリックス樹脂に用いた場合に
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おいても高い力学特性を発揮し、強化繊維の分散性も良好な長繊維強化熱可塑性樹脂成形
材料が要求されるようになってきた。
【特許文献１】特開平１０－１３８３７９号公報
【特許文献２】特開２００５－１２５５８１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、従来技術の背景に鑑み、プロピレン系樹脂をマトリックスとする長繊維強化
熱可塑性樹脂の射出成形を行う際に強化繊維の成形品中への分散が良好であり、かつ力学
特性に優れた成形品を製造できる成形材料を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは上記目的を達成すべく鋭意検討した結果、上記課題を達成することができ
る、次の成形材料を見出した。
【００１０】
　（１）下記成分（Ａ）～（Ｄ）を有してなる成形材料であって、該成分（Ａ）～（Ｃ）
を有してなる複合体に、該成分（Ｄ）が接着されており、重量平均分子量Ｍｗの序列が成
分（Ｄ）＞成分（Ｂ）＞成分（Ｃ）である成形材料。
（Ａ）強化繊維束　１～７５重量％
（Ｂ）第１のプロピレン系樹脂　０．０１～１０重量％
（Ｃ）重合体鎖に結合したカルボン酸塩を少なくとも含む第２のプロピレン系樹脂　０．
０１～１０重量％
（Ｄ）重合体鎖に結合したカルボン酸および／またはその塩の基を有してなる第３のプロ
ピレン系樹脂　５～９８．９８重量％
　（２）前記成分（Ｃ）が、樹脂１グラム当たり、式（I）で表される基換算で総量０．
０５～５ミリモル当量の濃度でカルボン酸塩を少なくとも有してなる、（１）に記載の成
形材料。
－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－・・・式（I）
　（３）前記成分（Ｃ）の重合体鎖に結合したカルボン酸塩の５０～１００％が、リチウ
ム塩、カリウム塩、ナトリウム塩、カルシウム塩、マグネシウム塩、亜鉛塩より選択され
る、１種または２種以上の金属塩で転化されてなるものである、（１）または（２）のい
ずれかに記載の成形材料。
【００１１】
　（４）前記成分（Ｃ）の重合体鎖に結合したカルボン酸塩の５０～１００％が、アンモ
ニウム塩で転化されてなるものである、（１）または（２）に記載の強化繊維束。
【００１２】
　（５）前記成分（Ｃ）の重量平均分子量Ｍｗが１，０００～５０，０００の範囲である
、（１）～（４）のいずれかに記載の成形材料。
【００１３】
　（６）前記成分（Ｂ）が、重量平均分子量Ｍｗが３０，０００以上１５０，０００未満
の範囲であるプロピレン系樹脂（Ｂ－１）３０～１００重量％と、重量平均分子量Ｍｗが
１５０，０００以上５００，０００以下の範囲であるプロピレン系樹脂（Ｂ－２）０～７
０重量％とを有してなる、（１）～（５）のいずれかに記載の成形材料。
【００１４】
　（７）前記成分（Ｂ）が、プロピレンから導かれる構成単位５０モル％以上を有してな
る、（１）～（６）のいずれかに記載の成形材料。
【００１５】
　（８）前記成分（Ｂ）が、重合体鎖に結合したカルボン酸塩を少なくとも有してなり、
重量平均分子量Ｍｗが５０，０００を超えて１５０，０００以下である、（１）～（７）
のいずれかに記載の成形材料。
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【００１７】
　（９）前記成分（Ｄ）が、重合体鎖に結合したカルボン酸および／またはその塩の基を
有するプロピレン系樹脂（Ｄ－１）５～５０重量％と、カルボン酸および／またはその塩
の基を有しないプロピレン系樹脂（Ｄ－２）５０～９５重量％とを有してなる、（１）～
（８）のいずれかに記載の成形材料。
【００１８】
　（１０）カルボン酸および／またはその塩の基の、樹脂１グラム当たり、式（I）で表
される基換算でのミリモル当量の序列が、成分（Ｃ）≧成分（Ｂ）≧成分（Ｄ）である、
（８）または（９）に記載の成形材料。
－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－・・・式（I）
　（１１）前記成分（Ａ）の強化繊維が、炭素繊維である、（１）～（１０）のいずれか
に記載の成形材料。
【００１９】
　（１２）前記炭素繊維のＸ線光電子分光法（ＥＳＣＡ）で測定される表面酸素濃度比（
Ｏ／Ｃ）が０．０５～０．５である、（１１）に記載の成形材料。
【００２０】
　（１３）前記成分（Ａ）の強化繊維束が、２０，０００～１００，０００本の単繊維か
らなる、（１）～（１２）のいずれかに記載の成形材料。
【００２１】
　（１４）前記成形材料において、成分（Ａ）に対する空隙率が２０％以下である、（１
）～（１３）のいずれかに記載の成形材料。
【００２２】
　（１５）前記成分（Ａ）が軸心方向にほぼ平行に配列されており、かつ該成分（Ａ）の
長さが成形材料の長さと実質的に同じである、（１）～（１４）のいずれかに記載の成形
材料。
【００２３】
　（１６）前記複合体が芯構造であり、前記成分（Ｄ）が該複合体の周囲を被覆した芯鞘
構造である、（１５）に記載の成形材料。
【００２４】
　（１７）前記成形材料の形態が長繊維ペレットである、（１）～（１６）のいずれかに
記載の成形材料。
【００２５】
　（１８）前記長繊維ペレットの長手方向の長さが１～５０ｍｍである、（１７）に記載
の成形材料。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の長繊維強化熱可塑性樹脂成形材料は、射出成形を行う際に強化繊維の成形品中
への分散が良好であり、かつ力学特性に優れた成形品を製造でき、またプロピレン系樹脂
を用いているため軽量性に優れた成形品を得ることができる。本発明の成形材料は、自動
車、電気・電子機器、家電製品などの各種部品・部材に極めて有用である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　本発明は、強化繊維束（Ａ）、第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）、重合体鎖に結合したカ
ルボン酸塩を少なくとも含む第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）、重合体鎖に結合したカルボ
ン酸および／またはその塩の基を有してなる第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）を有してなる
成形材料である。まず、これらの構成要素について説明する。
【００２８】
　本発明に係る強化繊維束としては特に限定されないが、例えば、炭素繊維、ガラス繊維
、アラミド繊維、アルミナ繊維、炭化珪素繊維、ボロン繊維、金属繊維などの高強度、高
弾性率繊維が使用でき、これらは１種または２種以上を併用してもよい。中でも、ＰＡＮ
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系、ピッチ系、レーヨン系などの炭素繊維が力学特性の向上、成形品の軽量化効果の観点
から好ましく、得られる成形品の強度と弾性率とのバランスの観点から、ＰＡＮ系炭素繊
維がさらに好ましい。また、導電性を付与する目的では、ニッケルや銅やイッテルビウム
などの金属を被覆した強化繊維を用いることもできる。
【００２９】
　さらに炭素繊維としては、Ｘ線光電子分光法により測定される繊維表面の酸素（Ｏ）と
炭素（Ｃ）の原子数の比である表面酸素濃度比［Ｏ／Ｃ］が０．０５～０．５であるもの
が好ましく、より好ましくは０．０８～０．４であり、さらに好ましくは０．１～０．３
である。表面酸素濃度比が０．０５以上であることにより、炭素繊維表面の官能基量を確
保でき、熱可塑性樹脂とより強固な接着を得ることができる。また、表面酸素濃度比の上
限には特に制限はないが、炭素繊維の取扱い性、生産性のバランスから一般的に０．５以
下とすることが例示できる。
【００３０】
　炭素繊維の表面酸素濃度比は、Ｘ線光電子分光法により、次の手順にしたがって求める
ものである。まず、溶剤で炭素繊維表面に付着しているサイジング剤などを除去した炭素
繊維束を２０ｍｍにカットして、銅製の試料支持台に拡げて並べた後、Ｘ線源としてＡ１
Ｋα１、２を用い、試料チャンバー中を１×１０８Ｔｏｒｒに保つ。測定時の帯電に伴う
ピークの補正値としてＣ１ｓの主ピークの運動エネルギー値（Ｋ．Ｅ．）を１２０２ｅＶ
に合わせる。Ｃ１ｓピーク面積をＫ．Ｅ．として１１９１～１２０５ｅＶの範囲で直線の
ベースラインを引くことにより求める。Ｏ１ｓピーク面積をＫ．Ｅ．として９４７～９５
９ｅＶの範囲で直線のベースラインを引くことにより求める。
【００３１】
　ここで、表面酸素濃度比とは、上記Ｏ１ｓピーク面積とＣ１ｓピーク面積の比から装置
固有の感度補正値を用いて原子数比として算出する。Ｘ線光電子分光法装置として、国際
電気社製モデルＥＳ－２００を用い、感度補正値を１．７４とする。
【００３２】
　表面酸素濃度比［Ｏ／Ｃ］を０．０５～０．５に制御する手段としては、特に限定され
るものではないが、例えば、電解酸化処理、薬液酸化処理および気相酸化処理などの手法
をとることができ、中でも電解酸化処理が好ましい。
【００３３】
　また、強化繊維の平均繊維径は特に限定されないが、得られる成形品の力学特性と表面
外観の観点から、１～２０μｍの範囲内であることが好ましく、３～１５μｍの範囲内で
あることがより好ましい。強化繊維束の単糸数には、特に制限はなく、１００～３５０，
０００本の範囲内で使用することができ、とりわけ１，０００～２５０，０００本の範囲
内で使用することが好ましい。また強化繊維の生産性の観点からは、単糸数が多いものが
好ましく、２０，０００～１００，０００本の範囲内で使用することが好ましい。本発明
の効果である、射出成形の際に強化繊維の成形品中への分散が良好である点は、より単糸
数の多い強化繊維束に対しても優れた効果を発揮でき、生産性と成形品特性とを両立でき
る。
【００３４】
　本発明の成形材料に用いられる、強化繊維束（Ａ）とは、単繊維が一方向に配列された
強化繊維束が長さ方向に亘り連続した状態であることを意味するが、強化繊維束の単繊維
全てが全長に亘り連続している必要はなく、一部の単繊維が途中で分断されていても良い
。このような連続した強化繊維束としては、一方向性繊維束、二方向性繊維束、多方向性
繊維束などが例示できるが、成形材料を製造する過程での生産性の観点から、一方向性繊
維束がより好ましく使用できる。
【００３５】
　本発明の第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）は、プロピレンの単独重合体またはプロピレン
と少なくとも１種のα－オレフィン、共役ジエン、非共役ジエンなどとの共重合体が挙げ
られる。
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【００３６】
　α－オレフィンを構成する単量体繰り返し単位には、例えば、エチレン、１－ブテン、
３－メチル－１－ブテン、４－メチル－１－ペンテン、３－メチル－１－ペンテン、４－
メチル－１－ヘキセン、４，４ジメチル－１－ヘキセン、１－ノネン、１－オクテン、１
－ヘプテン、１－ヘキセン、１－デセン、１－ウンデセン、１－ドデセン等のプロピレン
を除く炭素数２～１２のα－オレフィン、共役ジエン、非共役ジエンを構成する単量体繰
り返し単位にはブタジエン、エチリデンノルボルネン、ジシクロペンタジエン、１，５－
ヘキサジエン等が挙げられ、これらその他の単量体繰り返し単位には、１種類または２種
類以上を選択することができる。
【００３７】
　第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）の骨格構造としては、プロピレンの単独重合体、プロピ
レンと前記その他の単量体のうちの１種類または２種類以上のランダムあるいはブロック
共重合体、または他の熱可塑性単量体との共重合体等を挙げることができる。例えば、ポ
リプロピレン、エチレン・プロピレン共重合体、プロピレン・１－ブテン共重合体、エチ
レン・プロピレン・１－ブテン共重合体などが好適なものとして挙げられる。
【００３８】
　とりわけ、第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）との親和性を高めるために、第１のプロピレ
ン系樹脂（Ｂ）はプロピレンから導かれる構成単位を５０モル％以上有してなることが好
ましい。さらに、第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）の結晶性を落として第２のプロピレン系
樹脂（Ｃ）との親和性を高め、得られる成形品の強度を高めるために、第１のプロピレン
系樹脂（Ｂ）はプロピレンから導かれる構成単位を５０～９９モル％有してなることが好
ましく、より好ましくは５５～９８モル％、さらに好ましくは６０～９７モル％を有して
なることである。　プロピレン系樹脂における前記単量体繰り返し単位の同定には、ＩＲ
、ＮＭＲ、質量分析および元素分析等の通常の高分子化合物の分析手法を用いて行うこと
ができる。
【００３９】
　第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）は、重合体鎖に結合したカルボン酸塩を少なくとも含む
プロピレン系樹脂である。これは強化繊維との相互作用を高めるうえでカルボン酸塩を含
むことが効果的であるためである。
【００４０】
　上記第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料としては、ポリプロピレン、エチレン・プロ
ピレン共重合体、プロピレン・１－ブテン共重合体、エチレン・プロピレン・１－ブテン
共重合体で代表される、プロピレンとα－オレフィンの単独または２種類以上との共重合
体に、中和されているか、中和されていないカルボン酸基を有する単量体、および／また
はケン化されているか、ケン化されていないカルボン酸エステルを有する単量体を、グラ
フト重合することにより得ることができる。上記プロピレンとα－オレフィンの単独また
は２種類以上との共重合体の単量体繰り返し単位および骨格構造は、第１のプロピレン系
樹脂（Ｂ）と同様の考えで選定することができる。
【００４１】
　ここで、中和されているか、中和されていないカルボン酸基を有する単量体、およびケ
ン化されているか、ケン化されていないカルボン酸エステル基を有する単量体としては、
たとえば、エチレン系不飽和カルボン酸、その無水物が挙げられ、またこれらのエステル
、さらにはオレフィン以外の不飽和ビニル基を有する化合物なども挙げられる。
【００４２】
　エチレン系不飽和カルボン酸としては、（メタ）アクリル酸、マレイン酸、フマール酸
、テトラヒドロフタル酸、イタコン酸、シトラコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸など
が例示され、その無水物としては、ナジック酸 ＴＭ（エンドシス－ビシクロ［２．２．
１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボン酸）、無水マレイン酸、無水シトラコン酸な
どが例示できる。
【００４３】
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　オレフィン以外の不飽和ビニル基を有する単量体としては、メチル（メタ）アクリレー
ト、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）
アクリレート、ｉ－ブチル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリレー
ト、ｎ－アミル（メタ）アクリレート、イソアミル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル
（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）ア
クリレート、デシル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ）アクリレート、オクタデシ
ル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、トリデシル（メタ）アクリ
レート、ラウロイル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ベン
ジル（メタ）アクリレート、フェニル（メタ）アクリレート、イソボロニル（メタ）アク
リレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アク
リレート、ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジエチルアミノエチル（メタ）
アクリレート等の（メタ）アクリル酸エステル類、ヒドロキシエチルアクリレート、２－
ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート
、４－ヒドロキシブチルアクリレート、ラクトン変性ヒドロキシエチル（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート等の水酸基含有ビニル類、
グリシジル（メタ）アクリレート、メチルグリシジル（メタ）アクリレート等のエポキシ
基含有ビニル類、ビニルイソシアナート、イソプロペニルイソシアナート等のイソシアナ
ート基含有ビニル類、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン、ｔ－ブチルスチ
レン等の芳香族ビニル類、アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ－メチロールメタクリ
ルアミド、Ｎ－メチロールアクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド、マレイン酸アミ
ド等のアミド類、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル等のビニルエステル類、Ｎ、Ｎ－ジメ
チルアミノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ、Ｎ－ジエチルアミノエチル（メタアクリレ
ート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリレート、Ｎ、Ｎ－ジプロピルアミ
ノエチル（メタ）アクリレート、Ｎ、Ｎ－ジブチルアミノエチル（メタ）アクリレート、
Ｎ、Ｎ－ジヒドロキシエチルアミノエチル（メタ）アクリレート等のアミノアルキル（メ
タ）アクリレート類、スチレンスルホン酸、スチレンスルホン酸ソーダ、２－アクリルア
ミド－２－メチルプロパンスルホン酸等の不飽和スルホン酸類、モノ（２－メタクリロイ
ロキシエチル）アシッドホスフェート、モノ（２－アクリロイロキシエチル）アシッドホ
スフェート等の不飽和リン酸類等が挙げられる。
【００４４】
　これらの単量体は単独で用いることもできるし、また２種類以上のものを用いることも
できる。また、これらの中でも、酸無水物類が好ましく、さらには無水マレイン酸が好ま
しい。
【００４５】
　上記第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料は、種々の方法で得ることができるが、例え
ば、有機溶剤中でプロピレン系樹脂と不飽和ビニル基を有するエチレン系不飽和カルボン
酸やオレフィン以外の不飽和ビニル基を有する単量体とを重合開始剤の存在下で反応させ
た後に脱溶剤する方法や、プロピレン系樹脂を加熱溶融し得られた溶融物に不飽和ビニル
基を有するカルボン酸および重合開始剤を攪拌下で反応させる方法や、プロピレン系樹脂
と不飽和ビニル基を有するカルボン酸と重合開始剤とを混合したものを押出機に供給して
加熱混練しながら反応させる方法等を挙げることができる。
【００４６】
　ここで重合開始剤としては、ベンゾイルパーオキサイド、ジクロルベンゾイルパーオキ
サイド、ジクミルパーオキサイド、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルパーオキサイド、２，５－ジメ
チル－２，５－ジ（ペルオキシベンゾエート）ヘキシン－３、１，４－ビス（ｔｅｒｔ－
ブチルパーオキシイソプロピル）ベンゼン等が挙げられる。これらは、単独あるいは２種
以上を混合して用いることができる。
【００４７】
　また有機溶剤としては、キシレン、トルエン、エチルベンゼン等の芳香族炭化水素、ヘ
キサン、ヘプタン、オクタン、デカン、イソオクタン、イソデカン等の脂肪族炭化水素、
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シクロヘキサン、シクロヘキセン、メチルシクロヘキサン、エチルシクロヘキサン等の脂
環式炭化水素、酢酸エチル、ｎ－酢酸ブチル、セロソルブアセテート、プロピレングリコ
ールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセテー
ト、３メトキシブチルアセテート等のエステル系溶媒、メチルエチルケトン、メチルイソ
ブチルケトン等のケトン系溶媒等の有機溶剤を用いることができ、またこれらの２種以上
からなる混合物であっても構わない。これらの中でも、芳香族炭化水素、脂肪族炭化水素
、及び脂環式炭化水素が好ましく、脂肪族炭化水素、脂環式炭化水素がより好適に用いら
れる。 
【００４８】
　上記のように得られた第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料を中和またはケン化するこ
とにより、第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）を得ることができる。中和またはケン化する場
合には、上記第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料を水分散体にして処理することが容易
であり好ましい。
【００４９】
　上記第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料の水分散体の中和またはケン化に用いる塩基
性物質としては、ナトリウム、カリウム、リチウム、カルシウム、マグネシウム、亜鉛等
のアルカリ金属および／またはアルカリ土類金属および／またはその他金属類、ヒドロキ
シルアミン、水酸化アンモニウム等の無機アミン、アンモニア、（トリ）メチルアミン、
（トリ）エタノールアミン、（トリ）エチルアミン、ジメチルエタノールアミン、モルフ
ォリン等の有機アミン、酸化ナトリウム、過酸化ナトリウム、アルカリ金属および／また
はアルカリ土類金属の酸化物および／またはその他金属類、水酸化物、水素化物、炭酸ナ
トリウム等のアルカリ金属および／またはアルカリ土類金属および／またはその他金属類
の弱酸塩を挙げることができる。塩基物質により中和またはケン化されたカルボン酸塩の
基あるいはカルボン酸エステル基としては、カルボン酸ナトリウム、カルボン酸カリウム
等のカルボン酸アルカリ金属塩またはカルボン酸アンモニウムが好適である。
【００５０】
　また、中和度またはけん化度、すなわち、第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料が有す
るカルボン酸基の上記金属塩やアンモニウム塩等への転化率は、水分散体の安定性と、繊
維との接着性の観点より、通常５０～１００％、好ましくは７０～１００％、更に好まし
くは８５～１００％である。したがって、上記第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）におけるカ
ルボン酸基は、上記塩基物質によりすべて中和またはケン化されていることが望ましいが
、中和またはケン化されずに一部カルボン酸基が残存していてもよい。上記のような酸基
の塩成分を分析する手法としては、ＩＣＰ発光分析で塩を形成している金属種の検出を行
う方法や、ＩＲ、ＮＭＲ、質量分析および元素分析等を用いて酸基の塩の構造を同定する
方法が挙げられる。
【００５１】
　ここでカルボン酸基の中和塩への転化率は、加熱トルエン中にプロピレン系樹脂を溶解
し、０．１規定の水酸化カリウム－エタノール標準液で滴定し、プロピレン系樹脂の酸価
を下式より求め、元のカルボン酸基の総モル数と比較して算出する。
【００５２】
　酸価＝（５．６１１×Ａ×Ｆ）／Ｂ　（ｍｇＫＯＨ／ｇ）
　Ａ：０．１規定水酸化カリウム－エタノール標準液使用量（ｍｌ）
　Ｆ：０．１規定水酸化カリウム－エタノール標準液のファクター
　Ｂ：試料採取量（ｇ）。
【００５３】
　上記で算出した酸価を下式を用いて中和されていないカルボン酸基のモル数に換算する
。
【００５４】
　中和されていないカルボン酸基のモル数＝酸価×１０００／５６（モル／ｇ）。
カルボン酸基の中和塩への転化率は、別途ＩＲ、ＮＭＲおよび元素分析等を用いてカルボ
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ン酸基のカルボニル炭素の定量をおこなって算出したカルボン酸基の総モル数（モル／ｇ
）を用いて下式にて算出する。
【００５５】
　転化率％＝（１－ｒ）×１００（％）
　ｒ：中和されていないカルボン酸基のモル数／カルボン酸基の総モル数。
【００５６】
　また、強化繊維との相互作用を高める観点から、前記第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の
重合体鎖に結合したカルボン酸塩の含有量は、第２のプロピレン系樹脂１ｇ当たり、－Ｃ
（＝Ｏ）－Ｏ－で表される基換算で総量０．０５～５ミリモル当量であることが好ましい
。より好ましくは０．１～４ミリモル当量、さらに好ましくは０．３～３ミリモル当量で
ある。上記のようなカルボン酸塩の含有量を分析する手法としては、ＩＣＰ発光分析で塩
を形成している金属種の検出を定量的に行う方法や、ＩＲ、ＮＭＲおよび元素分析等を用
いてカルボン酸塩のカルボニル炭素の定量をおこなう方法が挙げられる。
【００５７】
　本発明の成形材料は、強化繊維束（Ａ）と第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第２の
プロピレン系樹脂（Ｃ）からなる複合体に第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）が接着するよう
に配置されており、成分（Ｂ）、（Ｃ）、（Ｄ）の重量平均分子量の序列が（Ｄ）＞（Ｂ
）＞（Ｃ）となる成形材料である。
【００５８】
　強化繊維束（Ａ）と第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第２のプロピレン系樹脂（Ｃ
）は、この三者で複合体が形成される。この複合体の形態は図１に示すようなものであり
、強化繊維束（Ａ）の各単繊維間に第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第２のプロピレ
ン系樹脂（Ｃ）との混合物が満たされている。すなわち、第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）
および第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）との混合物の海に、強化繊維（Ａ）が島のように分
散している状態である。
【００５９】
　本発明の成形材料において、第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第２のプロピレン系
樹脂（Ｃ）との混合物が強化繊維束（Ａ）に良好に含浸した複合体とすることで、第３の
プロピレン系樹脂（Ｄ）とが接着されていても、例えば、本発明の成形材料を射出成形す
ると、射出成形機のシリンダー内で溶融混練された、第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）およ
び第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）との混合物が、第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）に拡散し
、強化繊維束（Ａ）が第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）に分散することを助け、同時に第３
のプロピレン系樹脂（Ｄ）が強化繊維束（Ａ）に置換、含浸することを助ける、いわゆる
含浸助剤・分散助剤としての役割を持つ。この役割を達成するうえで、成分（Ｂ）、（Ｃ
）、（Ｄ）の重量平均分子量の序列が（Ｄ）＞（Ｂ）＞（Ｃ）であれば、成分（Ｂ）、（
Ｃ）が容易に成分（Ｄ）中に拡散可能となる。
【００６０】
　上記した含浸助剤・分散助剤としての役割を果たす観点および第１のプロピレン系樹脂
（Ｂ）との分子鎖同士の絡み合いを形成し、第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）との相互作用
を高める観点とから、第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の重量平均分子量Ｍｗは、１，００
０～５０，０００であることが好ましい。より好ましくは２，０００～４０，０００、さ
らに好ましくは５，０００～３０，０００である。なお重量平均分子量の測定はゲルパー
ミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）を用いて測定する。
【００６１】
　また、第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）は、上記した含浸助剤・分散助剤としての役割を
果たす観点および第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）との親和性の観点から、重量平均分子量
Ｍｗが３０，０００以上１５０，０００未満であるプロピレン系樹脂（Ｂ－１）を３０～
１００重量％と、重量平均分子量Ｍｗが１５０，０００以上５００，０００以下であるプ
ロピレン系樹脂（Ｂ－２）を０～７０重量％とを有してなることが好ましい。プロピレン
系樹脂（Ｂ－１）の重量平均分子量Ｍｗは好ましくは３５，０００以上１４０，０００以
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下である。またプロピレン系樹脂（Ｂ－２）の重量平均分子量Ｍｗは好ましくは１５０，
０００以上４５０，０００以下である。上限については重量平均分子量Ｍｗが大きくなり
すぎると、含浸助剤・分散助剤としての役割を果たすことが困難になる場合があり、上記
する範囲内とすることが好ましい。配合量は、より好ましくはプロピレン系樹脂（Ｂ－１
）を３５～１００重量％と、プロピレン系樹脂（Ｂ－２）を０～６５重量％である。
【００６２】
　本発明の第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）は、プロピレンの単独重合体またはプロピレン
と少なくとも１種のα－オレフィン、共役ジエン、非共役ジエンなどとの共重合体が挙げ
られる。
【００６３】
　α－オレフィンを構成する単量体繰り返し単位には、例えば、エチレン、１－ブテン、
３－メチル－１－ブテン、４－メチル－１－ペンテン、３－メチル－１－ペンテン、４－
メチル－１－ヘキセン、４，４ジメチル－１－ヘキセン、１－ノネン、１－オクテン、１
－ヘプテン、１－ヘキセン、１－デセン、１－ウンデセン、１－ドデセン等のプロピレン
を除く炭素数２～１２のα－オレフィン、共役ジエン、非共役ジエンを構成する単量体繰
り返し単位にはブタジエン、エチリデンノルボルネン、ジシクロペンタジエン、１，５－
ヘキサジエン等が挙げられ、これらその他の単量体繰り返し単位には、１種類または２種
類以上を選択することができる。
【００６４】
　第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）の骨格構造としては、プロピレンの単独重合体、プロピ
レンと前記その他の単量体のうちの１種類または２種類以上のランダムあるいはブロック
共重合体、または他の熱可塑性単量体との共重合体等を挙げることができる。例えば、ポ
リプロピレン、エチレン・プロピレン共重合体、プロピレン・１－ブテン共重合体、エチ
レン・プロピレン・１－ブテン共重合体などが好適なものとして挙げられる。　
【００６５】
　また第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）は、本発明の目的を損なわない範囲で、エラストマ
ーあるいはゴム成分などの耐衝撃性向上剤、他の充填材や添加剤を含有しても良い。これ
らの例としては、無機充填材、難燃剤、導電性付与剤、結晶核剤、紫外線吸収剤、酸化防
止剤、制振剤、抗菌剤、防虫剤、防臭剤、着色防止剤、熱安定剤、離型剤、帯電防止剤、
可塑剤、滑剤、着色剤、顔料、染料、発泡剤、制泡剤、あるいは、カップリング剤が挙げ
られる。
【００６６】
　ここで第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）の重量平均分子量は前記したように序列が成分（
Ｄ）＞（Ｂ）＞（Ｃ）となることが重要である。つまり第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）は
本発明の成形材料を成形した成形品におけるいわばマトリックス樹脂としての役割を果た
すため、樹脂自体の強度が要求されることから重量平均分子量を成分（Ｂ）、（Ｃ）より
も高くすることが重要である。
【００６７】
　また第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）は得られる成形品の力学特性を向上させる観点より
、変性プロピレン系樹脂である必要がある。すなわち酸変性プロピレン系樹脂であり、重
合体鎖に結合したカルボン酸および／またはその塩の基を有してなるプロピレン系樹脂で
ある。上記酸変性プロピレン系樹脂は、種々の方法で得ることができ、例えば前記した第
２のプロピレン系樹脂（Ｂ）の原料や、第２のプロピレン系樹脂の製造例と同様の方法で
ある。
【００６８】
　第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）が、重合体鎖に結合したカルボン酸および／またはその
塩の基を有してなるプロピレン系樹脂であるだけでなく、該樹脂の力学特性を高く保つこ
とと、原料コストを考慮し、無変性のプロピレン系樹脂との混合物とすることが好ましい
。具体的には重合体鎖に結合したカルボン酸および／またはその塩の基を有するプロピレ
ン系樹脂（Ｄ－１）５～５０重量％と、カルボン酸および／またはその塩の基を有しない
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プロピレン系樹脂（Ｄ－２）５０～９５重量％とを有してなることが好ましい。より好ま
しくは成分（Ｄ－１）が５～４５重量％、成分（Ｄ－２）が５５～９５重量％、さらに好
ましくは成分（Ｄ－１）が５～３５重量％、成分（Ｄ－２）が６５～９５重量％である。
【００６９】
　第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）が酸変性プロピレン系樹脂であるので、前記第１のプロ
ピレン系樹脂（Ｂ）も変性されていることが、親和性を高めるうえで好ましい。具体的に
は第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）が、重合体鎖に結合したカルボン酸塩を少なくとも有し
てなることである。また前記したように第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）の重量平均分子量
Ｍｗは第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の重量平均分子量Ｍｗよりも大きくなることが必要
であり、具体的には第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）の重量平均分子量Ｍｗは重量平均分子
量Ｍｗが５０，０００を超えて１５０，０００以下であることが好ましい。より好ましく
は６０，０００～１３０，０００である。前記重合体鎖に結合したカルボン酸塩を少なく
とも含む第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）の製造方法としては、前述の第２のプロピレン系
樹脂（Ｃ）と同様にして製造することができる。
【００７０】
　前記第１～第３のプロピレン系樹脂が重合体鎖に結合したカルボン酸および／またはそ
の塩を少なくとも含むプロピレン系樹脂である場合、そのカルボン酸および／またはその
塩の含有量は、樹脂１ｇ当たり－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－で表される基換算での総量、すなわち
、樹脂１ｇ当たり－Ｃ（＝Ｏ）－Ｏ－でのミリモル当量の序列が成分（Ｃ）≧成分（Ｂ）
≧成分（Ｄ）であることが好ましい。これは強化繊維に複合されている第１、第２のプロ
ピレン系樹脂は強化繊維への密着性の観点から、より多くの酸変性量が好ましく、特に重
量平均分子量の小さな第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）は強化繊維近傍に存在させて、より
強化繊維との密着性および強化繊維の分散性を向上させるうえで、最も酸変性量が多いこ
とが好ましい。第３のプロピレン系樹脂（Ａ）の酸変性量は、樹脂コストの観点から、強
化繊維との相互作用を考慮した第１、第２のプロピレン系樹脂よりも少ないことが好まし
い。
【００７１】
　本発明の成形材料は、強化繊維束（Ａ）、第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）、第２のプロ
ピレン系樹脂（Ｃ）および第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）で構成され、各構成成分の合計
が１００重量％となる。
【００７２】
　このうち、強化繊維束（Ａ）は１～７５重量％、好ましくは５～６５重量％、より好ま
しくは１０～５０重量％である。強化繊維束（Ａ）が１重量％未満では、得られる成形品
の力学特性が不十分となる場合があり、７５重量％を超えると射出成形の際に流動性が低
下する場合がある。
【００７３】
　また、第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）は０．０１～１０重量％、好ましくは０．５～９
重量％、より好ましくは１～８重量％である。さらに第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）は０
．０１～１０重量％、好ましくは０．５～９重量％、より好ましくは１～８重量％である
。第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）が０．１重量％未
満では、成形材料の成形性、すなわち成形時の強化繊維の分散が不十分となる場合があり
、１０重量％を超えると、マトリックス樹脂である熱可塑性樹脂の力学特性を低下させる
場合がある。また、第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）は５～９８．９８重量％、好ましくは
２５～９４重量％、より好ましくは５０～８８重量％であり、この範囲内で用いることで
、本発明の効果を達成することができる。
【００７４】
　本発明の成形材料は、強化繊維束（Ａ）と第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第２の
プロピレン系樹脂（Ｃ）からなる複合体に第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）が接着するよう
に配置されて構成される成形材料である。成形材料においての好ましい態様としては、図
２に示すように、強化繊維束（Ａ）が成形材料の軸心方向にほぼ平行に配列され、かつ強
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化繊維束（Ａ）の長さは成形材料の長さと実質的に同じ長さである。
【００７５】
　ここで言う、「ほぼ平行に配列されて」いるとは、強化繊維束の長軸の軸線と、成形材
料の長軸の軸線とが、同方向を指向している状態を示し、軸線同士の角度のずれが、好ま
しくは２０°以下であり、より好ましくは１０°以下であり、さらに好ましくは５°以下
である。また、「実質的に同じ長さ」とは、例えばペレット状の成形材料において、ペレ
ット内部の途中で強化繊維束が切断されていたり、ペレット全長よりも有意に短い強化繊
維束が実質的に含まれたりしないことである。特に、そのペレット全長よりも短い強化繊
維束の量について規定されているわけではないが、ペレット全長の５０％以下の長さの強
化繊維の含有量が３０重量％以下である場合には、ペレット全長よりも有意に短い強化繊
維束が実質的に含まれていないと評価する。さらに、ペレット全長の５０％以下の長さの
強化繊維の含有量は２０重量％以下であることが好ましい。なお、ペレット全長とはペレ
ット中の強化繊維配向方向の長さである。強化繊維束（Ａ）が成形材料と同等の長さを持
つことで、成形品中の強化繊維長を長くすることが出来るため、優れた力学特性を得るこ
とができる。
【００７６】
　図３～６は、本発明の成形材料の軸心方向断面の形状の例を模式的に表したものであり
、図７～１０は、本発明の成形材料の直交方向断面の形状の例を模式的に表したものであ
る。
【００７７】
　成形材料の断面の形状は、強化繊維束（Ａ）と第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第
２のプロピレン系樹脂（Ｃ）からなる複合体に、第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）が接着す
るように配置されていれば図に示されたものに限定されないが、好ましくは軸心方向断面
である図３～５に示されるように、複合体が芯材となり第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）で
層状に挟まれて配置されている構成が好ましい。
【００７８】
　また直交方向断面である図７～９に示されるように、複合体を芯に対して、第３のプロ
ピレン系樹脂（Ｄ）が周囲を被覆するような芯鞘構造に配置されている構成が好ましい。
図１１に示されるような複数の複合体を第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）が被覆するように
配置する場合、複合体の数は２～６程度が望ましい。
【００７９】
　複合体と第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）の境界は接着され、境界付近で部分的に第３の
プロピレン系樹脂（Ｄ）が該複合体の一部に入り込み、複合体中の第１のプロピレン系樹
脂（Ｂ）および第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）と相溶しているような状態、あるいは強化
繊維に含浸しているような状態になっていてもよい。
【００８０】
　成形材料の軸心方向は、ほぼ同一の断面形状を保ち連続であればよい。成形方法によっ
てはこのような連続の成形材料をある長さにカットしてもよい。
【００８１】
　本発明の成形材料は、例えば射出成形やプレス成形などの手法により強化繊維束（Ａ）
と第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）からなる複合体に
、第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）を混練して最終的な成形品を作製できる。成形材料の取
扱性の点から、前記複合体と第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）は成形が行われるまでは分離
せず、前述したような形状を保っていることが重要である。複合体と第３のプロピレン系
樹脂（Ｄ）では、形状（サイズ、アスペクト比）、比重、重量が全く異なるため、成形ま
での材料の運搬、取り扱い時、成形工程での材料移送時に分級し、成形品の力学特性にバ
ラツキを生じたり、流動性が低下して金型詰まりを起こしたり、成形工程でブロッキング
する場合がある。
【００８２】
　そのため、図７～９に例示されるように、強化繊維である強化繊維束（Ａ）と第１のプ
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ロピレン系樹脂（Ｂ）および第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）からなる複合体に対して、第
３のプロピレン系樹脂（Ｄ）が該複合体の周囲を被覆するように配置されていること、す
なわち、強化繊維である強化繊維束（Ａ）と第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第２の
プロピレン系樹脂（Ｃ）からなる複合体が芯構造であり、第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）
が該複合体の周囲を被覆した芯鞘構造とすることが好ましい。このような配置であれば、
複合体が第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）をより強固な複合化ができる。また、第３のプロ
ピレン系樹脂（Ｄ）が強化繊維束（Ａ）と第１のプロピレン樹脂（Ｂ）および第２のプロ
ピレン系樹脂（Ｃ）からなる複合体の周囲を被覆するように配置されるか、該複合体と第
３のプロピレン系樹脂（Ｄ）が層状に配置されているか、いずれが有利であるかについて
は、製造の容易さと、材料の取り扱いの容易さから、第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）が該
複合体の周囲を被覆するように配置されることがより好ましい。
【００８３】
　前述したように、強化繊維束（Ａ）は第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）、第２のプロピレ
ン系樹脂（Ｃ）および一部の第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）によって完全に含浸されてい
ることが望ましいが、現実的にそれは困難であり、強化繊維と第１のプロピレン系樹脂（
Ｂ）、第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）および一部の第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）からな
る複合体にはある程度の空隙が存在する。特に強化繊維の含有率が大きい場合には空隙が
多くなるが、ある程度の空隙が存在する場合でも本発明の含浸・繊維分散促進の効果は示
される。ただし空隙率が２０％を超えると顕著に含浸・繊維分散促進の効果が小さくなる
ので、空隙率は０～２０％の範囲が好ましい。より好ましい空隙率の範囲は１５％以下で
ある。空隙率は、複合体の部分をＡＳＴＭ　 Ｄ２７３４（１９９７）試験法により測定
するか、または成形材料の断面において、強化繊維束（Ａ）と第１のプロピレン系樹脂（
Ｂ）、第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）および一部の第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）により
形成される複合体部分に存在する空隙を観察し、複合体部の全面積と空隙部の全面積とか
ら次式を用いて算出することができる。
【００８４】
　空隙率（％）＝空隙部の全面積／（複合体部の全面積＋空隙部の全面積）×１００
　本発明の成形材料は、好ましくは１～５０ｍｍの範囲の長さに切断して用いられる。前
記の長さに調製することにより、成形時の流動性、取扱性を十分に高めることができる。
このように適切な長さに切断された成形材料としてとりわけ好ましい態様は、射出成形用
の長繊維ペレットが例示できる。
【００８５】
　また、本発明の成形材料は、連続、長尺のままでも成形法によっては使用可能である。
例えば、熱可塑性ヤーンプリプレグとして、加熱しながらマンドレルに巻き付け、ロール
状成形品を得たりすることができる。このような成形品の例としては、液化天然ガスタン
クなどが挙げられる。また本発明の成形材料を、複数本一方向に引き揃えて加熱・融着さ
せることにより一方向熱可塑性プリプレグを作製することも可能である。このようなプリ
プレグは、軽量性、高強度、弾性率、耐衝撃性が要求されるような分野、例えば自動車部
材などに適用が可能である。
【００８６】
　本発明の成形材料は、公知の成形法により最終的な形状の製品に加工できる。成形方法
としてはプレス成形、トランスファー成形、射出成形や、これらの組合せ等が挙げられる
。成形品としては、インストルメントパネル、ドアビーム、アンダーカバー、ランプハウ
ジング、ペダルハウジング、ラジエータサポート、スペアタイヤカバー、フロントエンド
などの各種モジュール等の自動車部品に好適である。さらに電話、ファクシミリ、ＶＴＲ
、コピー機、テレビ、電子レンジ、音響機器、トイレタリー用品、レーザーディスク、冷
蔵庫、エアコンなどの家庭・事務電気製品部品も挙げられる。また、本発明の成形材料は
、成形性に優れるため成形品の厚みが０．５～２ｍｍといった薄肉の成形品を比較的容易
に得ることができる。このような薄肉成形が要求されるものとしては、例えばノートパソ
コン、携帯電話、デジタルスチルカメラ、ＰＤＡ、プラズマディスプレーなどに使用され
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るような筐体や、パーソナルコンピューターの内部でキーボードを支持する部材であるキ
ーボード支持体に代表されるような電気・電子機器用部材が挙げられる。このような電気
・電子機器用部材では、強化繊維に導電性を有する炭素繊維を使用した場合に、電磁波シ
ールド性が付与されるためにより好ましい。
【００８７】
　また、上記した成形材料は射出成形用ペレットとして用いることができる。射出成形に
おいては、ペレット状とした成形材料を可塑化する際、温度、圧力、混練が加えられるか
ら、本発明によればその際に第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第２のプロピレン系樹
脂（Ｃ）が分散・含浸助剤として大きな効果を発揮する。この場合、通常のインラインス
クリュー型射出成形機を用いることができ、たとえ圧縮比の低いような形状のスクリュー
を用いたり、材料可塑化の際の背圧を低く設定するなどしたりして、スクリューによる混
練効果が弱い場合であっても、強化繊維がマトリックス樹脂中に良分散し、繊維への樹脂
の含浸が良好な成形品を得ることができる。
【実施例】
【００８８】
　以下、実施例により本発明をさらに詳細に説明する。
【００８９】
　（１）プロピレン系樹脂の重量平均分子量測定
　第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）、第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）および第３のプロピレ
ン系樹脂（Ｄ）をゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）にて測定した。Ｇ
ＰＣカラムにはポリスチレン架橋ゲルを充填したものを用いた。溶媒に１，２，４－トリ
クロロベンゼンを用い、１５０℃にて測定した。分子量は標準ポリスチレン換算にて算出
した。
【００９０】
　（２）プロピレン系樹脂の構造解析
　第１、第２および第３の各プロピレン系樹脂について、有機化合物元素分析、誘導結合
プラズマ（ＩＣＰ）発光分析、ＩＲ（赤外吸収）スペクトル分析、１Ｈ－ＮＭＲ測定およ
び１３Ｃ－ＮＭＲ測定を実施し、プロピレン系樹脂の含有元素量、官能基構造の同定、各
帰属プロトン、カーボンのピーク強度より単量体構造の含有割合について評価を実施した
。
【００９１】
　有機化合物元素分析は、有機元素分析装置２４００ＩＩ（ＰｅｒｋｉｎＥｌｍｅｒ社製
）を用いて実施した。ＩＣＰ発光分析はＩＣＰＳ－７５１０（島津製作所社製）を用いて
実施した。ＩＲスペクトル分析はＩＲ－Ｐｒｅｓｔｉｇｅ－２１（島津製作所製）を用い
て実施した。１Ｈ－ＮＭＲ測定および１３Ｃ－ＮＭＲ測定はＪＥＯＬ ＪＮＭ－ＧＸ４０
０スペクトロメーター（日本電子製）を用いて実施した。
【００９２】
　（３）複合体空隙率
　ＡＳＴＭ　Ｄ２７３４（１９９７）試験法に準拠して、複合体の空隙率（％）を算出し
た。
【００９３】
　複合体空隙率の判定は以下の基準でおこない、Ａ～Ｃを合格とした。
【００９４】
　Ａ：０～５％未満
　Ｂ：５％以上２０％未満
　Ｃ：２０％以上４０％未満
　Ｄ：４０％以上。
【００９５】
　（４）成形材料を用いて得られた成形品の繊維分散性
　１００ｍｍ×１００ｍｍ×２ｍｍの成形品を成形し、表裏それぞれの面に存在する未分
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散ＣＦ束の個数を目視でカウントした。評価は５０枚の成形品についておこない、その合
計個数について繊維分散性の判定を以下の基準でおこない、Ａ～Ｃを合格とした。
【００９６】
　Ａ：未分散ＣＦ束が１個以下
　Ｂ：未分散ＣＦ束が１個以上５個未満
　Ｃ：未分散ＣＦ束が５個以上１０個未満
　Ｄ：未分散ＣＦ束が１０個以上。
【００９７】
　（５）成形材料を用いて得られた成形品の曲げ試験
　ＡＳＴＭ　Ｄ７９０（１９９７）に準拠し、３点曲げ試験冶具（圧子１０ｍｍ、支点１
０ｍｍ）を用いて支持スパンを１００ｍｍに設定し、クロスヘッド速度５．３ｍｍ／分の
試験条件にて曲げ強度および曲げ弾性率を測定した。試験機として、"インストロン"（登
録商標）万能試験機４２０１型（インストロン社製）を用いた。
【００９８】
　曲げ強度の判定は以下の基準でおこない、Ａ～Ｃを合格とした。
【００９９】
　Ａ：１５０ＭＰａ以上
　Ｂ：１３０ＭＰａ以上１５０ＭＰａ未満
　Ｃ：１００ＭＰａ以上１３０ＭＰａ未満
　Ｄ：１００ＭＰａ未満。
【０１００】
　（６）成形材料を用いて得られた成形品のアイゾット衝撃試験
　ＡＳＴＭ　Ｄ２５６（１９９３）に準拠し、モールドノッチ付きアイゾット衝撃試験を
行った。用いた試験片の厚みは３．２ｍｍ、試験片の水分率０．１重量％以下において、
アイゾット衝撃強度（Ｊ／ｍ）を測定した。
【０１０１】
　アイゾット衝撃試験の判定は以下の基準でおこない、Ａ～Ｃを合格とした。
【０１０２】
　Ａ：２５０Ｊ／ｍ以上
　Ｂ：２００Ｊ／ｍ以上２５０Ｊ／ｍ未満
　Ｃ：１５０Ｊ／ｍ以上２００Ｊ／ｍ未満
　Ｄ：１５０Ｊ／ｍ未満。
【０１０３】
　参考例１．炭素繊維１
　ポリアクリロニトリルを主成分とする共重合体から紡糸、焼成処理、表面酸化処理を行
い、総単糸数２４，０００本の連続炭素繊維を得た。この連続炭素繊維の特性は次に示す
通りであった。
【０１０４】
　単繊維径：７μｍ
　単位長さ当たりの質量：１．６ｇ／ｍ
　比重：１．８
　表面酸素濃度比　［Ｏ／Ｃ］：０．０６
　引張強度：４６００ＭＰａ
　引張弾性率：２２０ＧＰａ。
【０１０５】
　ここで表面酸素濃度比は、表面酸化処理を行ったあとの炭素繊維を用いて、Ｘ線光電子
分光法により、次の手順にしたがって求めた。まず、炭素繊維束を２０ｍｍにカットして
、銅製の試料支持台に拡げて並べた後、Ｘ線源としてＡ１Ｋα１、２を用い、試料チャン
バー中を１×１０８Ｔｏｒｒに保った。測定時の帯電に伴うピークの補正値としてＣ１ｓ

の主ピークの運動エネルギー値（Ｋ．Ｅ．）を１２０２ｅＶに合わせた。Ｃ１ｓピーク面
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積をＫ．Ｅ．として１１９１～１２０５ｅＶの範囲で直線のベースラインを引くことによ
り求めた。Ｏ１ｓピーク面積をＫ．Ｅ．として９４７～９５９ｅＶの範囲で直線のベース
ラインを引くことにより求めた。Ｏ１ｓピーク面積とＣ１ｓピーク面積の比から装置固有
の感度補正値を用いて原子数比として算出した。Ｘ線光電子分光法装置として、国際電気
社製モデルＥＳ－２００を用い、感度補正値を１．７４とした。
【０１０６】
　参考例２．炭素繊維２
　ポリアクリロニトリルを主成分とする共重合体から紡糸、焼成処理、表面酸化処理を行
い、総単糸数２４，０００本の連続炭素繊維を得た。この連続炭素繊維の特性は次に示す
通りであった。
【０１０７】
　単繊維径：７μｍ
　単位長さ当たりの質量：１．６ｇ／ｍ
　比重：１．８
　表面酸素濃度比　［Ｏ／Ｃ］：０．１２
　引張強度：４６００ＭＰａ
　引張弾性率：２２０ＧＰａ。
【０１０８】
　参考例３．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１）の調整
　第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）として、プロピレン・ブテン・エチレン共重合体（Ｂ－
１）（プロピレンから導かれる構成単位（以下「Ｃ３」とも記載する）＝６６モル％、Ｍ
ｗ＝９０，０００）９１重量部、第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料として、無水マレ
イン酸変性プロピレン・エチレン共重合体（Ｃ３＝９８モル％、Ｍｗ＝２５，０００、酸
含有量＝０．８１ミリモル当量）９重量部、界面活性剤として、オレイン酸カリウム３重
量部を混合した。この混合物を２軸スクリュー押出機（池貝鉄工株式会社製、ＰＣＭ－３
０，Ｌ／Ｄ＝４０）のホッパーより３０００ｇ／時間の速度で供給し、同押出機のベント
部に設けた供給口より、２０％の水酸化カリウム水溶液を９０ｇ／時間の割合で連続的に
供給し、加熱温度２１０℃で連続的に押出した。押出した樹脂混合物を、同押出機口に設
置したジャケット付きスタティックミキサーで１１０℃まで冷却し、さらに８０℃の温水
中に投入してエマルジョンを得た。得られたエマルジョンは固形分濃度：４５％であった
。
【０１０９】
　尚、無水マレイン酸変性プロピレン・エチレン共重合体（Ｃ３＝９８モル％、Ｍｗ＝２
５，０００、酸含有量＝０．８１ミリモル当量）は、プロピレン・エチレン共重合体 ９
６重量部、無水マレイン酸 ４重量部、および重合開始剤としてパーヘキシ２５Ｂ（日本
油脂（株）製）０．４重量部を混合し、加熱温度１６０℃、２時間で変性を行って得られ
た。
【０１１０】
　参考例４．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（２）の調整
　第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料として、無水マレイン酸変性プロピレン・エチレ
ン重合体（Ｃ３＝９８モル％、Ｍｗ＝５，０００、酸含有量＝０．８１ミリモル当量）を
用いた以外は、参考例３と同様にしてエマルジョンを作製した。該エマルジョンは固形分
濃度４５重量％であった。
【０１１１】
　参考例５．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（３）の調整
　第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料として、無水マレイン酸変性プロピレン・エチレ
ン重合体（Ｃ３＝９５モル％、Ｍｗ＝２５，０００、酸含有量＝０．１ミリモル当量）を
用いた以外は、参考例３と同様にしてエマルジョンを作製した。該エマルジョンは固形分
濃度４５重量％であった。
【０１１２】
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　参考例６．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（４）の調整
　２０％水酸化カリウム水溶液の供給量を９０ｇ／時間から４３ｇ／時間に変更した以外
は、参考例３と同様にしてエマルジョンを作製した。該エマルジョンは固形分濃度４５重
量％であった。
【０１１３】
　参考例７．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（５）の調整
　２０％水酸化カリウム水溶液を２０％アンモニア水に変更し、供給量を９０ｇ／時間か
ら１５０ｇ／時間に変更した以外は、参考例３と同様にしてエマルジョンを作製した。該
エマルジョンは固形分濃度４５重量％であった。
【０１１４】
　参考例８．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（６）の調整
　第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料として、無水マレイン酸変性プロピレン・エチレ
ン重合体（Ｃ３＝９５モル％、Ｍｗ＝４０，０００、酸含有量＝０．８１ミリモル当量）
を用いた以外は、参考例３と同様にしてエマルジョンを作製した。該エマルジョンは固形
分濃度４５重量％であった。
【０１１５】
　参考例９．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（７）の調整
　第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）として、プロピレン・ブテン・エチレン共重合体（Ｂ－
１）（Ｃ３＝６６モル％、Ｍｗ＝９０，０００）４５．５重量部と、プロピレン・ブテン
共重合体（Ｂ－２）（Ｃ３＝８１モル％、Ｍｗ＝３００，０００）４５．５重量部との混
合樹脂を用いた以外は、参考例３と同様にしてエマルジョンを作製した。該エマルジョン
は固形分濃度４５重量％であった。
【０１１６】
　参考例１０．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（８）の調整
　第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）として、無水マレイン酸変性プロピレン・ブテン・エチ
レン共重合体（Ｂ－３）（Ｃ３＝６６モル％、Ｍｗ＝７０，０００、酸含有量：０．８１
ミリモル当量）を用いた以外は、参考例３と同様にしてエマルジョンを作製した。該エマ
ルジョンは固形分濃度４５重量％であった。
【０１１７】
　参考例１１．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（９）の調整
　無変性のポリプロピレン樹脂（重量平均分子量１００，０００）を粉砕し、平均粒径１
０μｍのポリプロピレン樹脂パウダーを得た。該パウダーをｎ－ヘキサン中に投入し、撹
拌することで無変性ポリプロピレン樹脂の懸濁液を調整した。固形分濃度は４５％であっ
た。
【０１１８】
　参考例１２．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１０）の調整
　第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）として、第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料に用いた
無水マレイン酸変性プロピレン・エチレン共重合体（Ｂ－４）（Ｃ３＝９８モル％、Ｍｗ
＝２５，０００、酸含有量＝０．８１ミリモル当量）を用いた以外は、参考例３と同様に
してエマルジョンを作製した。該エマルジョンは固形分濃度４５重量％であった。
【０１１９】
　参考例１３．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１１）の調整
第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料として、無水マレイン酸変性プロピレン・エチレン
重合体（Ｃ３＝９５モル％、Ｍｗ＝２００，０００、酸含有量＝０．８１ミリモル当量）
を用いた以外は、参考例３と同様にしてエマルジョンを作製した。該エマルジョンは固形
分濃度４５重量％であった。
【０１２０】
　参考例１４．プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１２）の調整
　第１のプロピレン系樹脂（Ｂ）として、プロピレン・ブテン・エチレン共重合体（Ｂ－
１）（プロピレンから導かれる構成単位（以下「Ｃ３」とも記載する）＝６６モル％、Ｍ
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ｗ＝９０，０００）５０重量部、第２のプロピレン系樹脂（Ｃ）の原料として、無水マレ
イン酸変性プロピレン・エチレン共重合体（Ｃ３＝９８モル％、Ｍｗ＝２５，０００、酸
含有量＝０．８１ミリモル当量）５０重量部とを用いた以外は、参考例３と同様にしてエ
マルジョンを作製した。該エマルジョンは固形分濃度４５重量％であった。
【０１２１】
　参考例１５．第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）に用いる酸変性プロピレン樹脂の合成
　プロピレン重合体 ９９．６重量部、無水マレイン酸 ０．４重量部、および重合開始剤
としてパーヘキシ２５Ｂ（日本油脂（株）製）０．４重量部を混合し、加熱温度１６０℃
、２時間で変性を行って、酸変性ポリプロピレン樹脂（Ｍｗ＝４００，０００、酸含有量
＝０．０８ミリモル当量）得た。
【０１２２】
　参考実施例１．
　参考例１で得られた連続炭素繊維束に、参考例３で調整したプロピレン系樹脂の混合物
ＰＰ（１）のエマルジョンを固形分濃度２７重量％に調整してローラー含浸法にて付着さ
せた後、オンラインで２１０℃で２分間乾燥し、水分を除去して炭素繊維束と第１および
第２のプロピレン系樹脂との複合体を得た。得られた複合体の特性を表１に記載した。プ
ロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１）の付着量は２０重量％であった。
【０１２３】
　次いでポリプロピレン樹脂（プライムポリマー（株）製プライムポリプロＪ１０５Ｇ樹
脂）を２００℃で単軸押出機にて溶融させ、押出機の先端に取り付けたクロスヘッドダイ
中に押し出すと同時に、得られた連続した強化繊維束（Ａ）と第１および第２のプロピレ
ン系樹脂からなるストランドも上記クロスヘッドダイ中に連続的に供給することによって
、溶融した成分（Ｄ）を成分（Ａ）、成分（Ｂ）および成分（Ｃ）の複合体に被覆した。
このとき、強化繊維の含有率を２０重量％とするように成分（Ｄ）の量を調整した。
【０１２４】
　上記記載の方法により得られたストランドを、冷却後、カッターにて７ｍｍの長さに切
断して芯鞘構造の柱状ペレット（長繊維ペレット）を得た。
【０１２５】
　得られた長繊維ペレットは運搬による毛羽立ちもなく、良好な取扱性を示した。得られ
た成形材料を８０℃、５時間以上真空下で乾燥させた。得られた成形材料を、日本製鋼所
（株）製Ｊ１５０ＥII－Ｐ型射出成形機を用いて、各試験片用の金型を用いて成形を行っ
た。条件はいずれもシリンダー温度：２１０℃、金型温度：６０℃、冷却時間３０秒とし
た。成形後、真空下で８０℃、１２時間の乾燥を行い、かつデシケーター中で室温、３時
間保管した乾燥状態の試験片について評価を行った。特性評価結果はまとめて表１に記載
した。
【０１２６】
　実施例２．
　第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）に、ポリプロピレン樹脂（プライムポリマー（株）製プ
ライムポリプロＪ１０５Ｇ樹脂）５０重量％と、参考例１５で作製した酸変性プロピレン
系樹脂５０重量％とからなる樹脂を用いた以外は参考実施例１と同様にして長繊維ペレッ
トを得、成形評価をおこなった。特性評価結果はまとめて表１に記載した。
【０１２７】
　実施例３．
　プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１）のエマルジョンの固形分濃度を１０重量％とした
こと以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評
価結果はまとめて表１に記載した。
【０１２８】
　実施例４．
プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１）のエマルジョンの固形分濃度を４５重量％としたこ
と以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価
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結果はまとめて表１に記載した。
【０１２９】
　実施例５．
　参考例１４で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１２）のエマルジョンの固形分
濃度３５％を用いたこと以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価を
おこなった。特性評価結果はまとめて表１に記載した。
【０１３０】
　実施例６．
　参考例４で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（２）のエマルジョンの固形分濃度
２７重量％を用いたこと以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価を
おこなった。特性評価結果はまとめて表１に記載した。
【０１３１】
　実施例７．
　押出機を用いて炭素繊維束にポリプロピレン樹脂を被覆する前に、該炭素繊維束にヤス
ハラケミカル社製“クリアロン”Ｋ１１０（テルペン系水素添加樹脂）を１５重量％とな
るように含浸させてから、ポリプロピレン樹脂を被覆したこと以外は、実施例２と同様に
して長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価結果はまとめて表１に記載し
た。
【０１３２】
　実施例８．
　参考例５で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（３）のエマルジョンを用いた以外
は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価結果は
まとめて表１に記載した。
【０１３３】
　実施例９．
　参考例６で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（４）のエマルジョンを用いたこと
以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価結
果はまとめて表１に記載した。
【０１３４】
　実施例１０．
　参考例７で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（５）のエマルジョンを用いたこと
以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価結
果はまとめて表１に記載した。
【０１３５】
　実施例１１．
　参考例８で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（６）のエマルジョンを用いたこと
以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価結
果はまとめて表１に記載した。
【０１３６】
　実施例１２．
　参考例９で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（７）のエマルジョンを用いたこと
以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価結
果はまとめて表１に記載した。
【０１３７】
　実施例１３．
　参考例１０で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（８）のエマルジョンを用いたこ
と以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価
結果はまとめて表１に記載した。
【０１３８】
　実施例１４．
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　参考例２で得られた連続炭素繊維を用いたこと以外は、実施例２と同様にして長繊維ペ
レットを得、成形評価をおこなった。特性評価結果はまとめて表１に記載した。
【０１３９】
　実施例１５．
　プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１）のエマルジョンをローラー含浸法にて付着させる
前に、炭素繊維束に１０ｃｍあたり５回の撚りを加えておき、エマルジョンを含浸させた
こと以外は実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価
結果はまとめて表１に記載した。
【０１４０】
　比較例１．
　参考例１で得られた連続炭素繊維束にプロピレン系樹脂の混合物を付着させずにそのま
ま評価に供した。長繊維ペレット作製時に炭素繊維が毛羽立ち、これ以上プロセスを進め
ることができなくなった。
【０１４１】
　比較例２．
　プロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１）のエマルジョンをローラー含浸法にて付着させた
後に、再度炭素繊維束に同じ濃度のエマルジョンをローラー含浸法にて付着させたこと以
外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価結果
はまとめて表１に記載した。
【０１４２】
　比較例３．
　参考例１１で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（９）の懸濁液を用いたこと以外
は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評価結果は
まとめて表１に記載した。
【０１４３】
　比較例４．
　参考例１２で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１０）のエマルジョンを用いた
こと以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評
価結果はまとめて表１に記載した。
【０１４４】
　比較例５．
　参考例１３で調整したプロピレン系樹脂の混合物ＰＰ（１１）のエマルジョンを用いた
こと以外は、実施例２と同様にして長繊維ペレットを得、成形評価をおこなった。特性評
価結果はまとめて表１に記載した。
【０１４５】
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【表１】

【０１４６】
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【表２】

【０１４７】
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【表３】

【０１４８】
　以上のように、実施例２～１５においては、成形材料（長繊維ペレット）は取扱い性に
優れ、また該成形材料を用いることで力学特性に優れた成形品を得ることができた。
【０１４９】
　一方比較例１においては、炭素繊維束に何も付着させておらず、成形材料（長繊維ペレ
ット）作製が不可能であった。また、比較例２～５では繊維分散性、力学特性を両立でき
る成形材料は得られなかった。
【産業上の利用可能性】
【０１５０】
　本発明の強化繊維束は取り扱い性に優れ、マトリックス樹脂にポリオレフィン系樹脂、
特にポリプロピレン樹脂を用いた場合に優れた接着性を発揮し、高い力学特性を有する繊
維強化熱可塑性樹脂成形品を得ることが可能であり、種々の用途に展開できる。特に自動
車部品、電気・電子部品、家庭・事務電気製品部品に好適である。
【図面の簡単な説明】
【０１５１】
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【図１】強化繊維束（Ａ）とポリアリーレンスルフィド（Ｂ）からなる複合体の形態の一
例を示す概略図である。
【図２】本発明の成形材料の好ましい態様の一例を示す概略図である。
【図３】本発明の成形材料の好ましい態様の、軸心方向断面の形状の一例を示す概略図で
ある。
【図４】本発明の成形材料の好ましい態様の、軸心方向断面の形状の一例を示す概略図で
ある。
【図５】本発明の成形材料の好ましい態様の、軸心方向断面の形状の一例を示す概略図で
ある。
【図６】本発明の成形材料の好ましい態様の、軸心方向断面の形状の一例を示す概略図で
ある。
【図７】本発明の成形材料の好ましい態様の、直交方向断面の形状の一例を示す概略図で
ある。
【図８】本発明の成形材料の好ましい態様の、直交方向断面の形状の一例を示す概略図で
ある。
【図９】本発明の成形材料の好ましい態様の、直交方向断面の形状の一例を示す概略図で
ある。
【図１０】本発明の成形材料の好ましい態様の、直交方向断面の形状の一例を示す概略図
である。
【図１１】本発明の成形材料の好ましい態様の、直交方向断面の形状の一例を示す概略図
である。
【符号の説明】
【０１５２】
　１　強化繊維束（Ａ）
　２　第２のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第３のプロピレン系樹脂（Ｃ）
　３　強化繊維束（Ａ）と第２のプロピレン系樹脂（Ｂ）および第３のプロピレン系樹脂
（Ｃ）からなる複合体
　４　第３のプロピレン系樹脂（Ｄ）
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